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資料１ 



１１  自自治治基基本本条条例例ととはは  
  薩摩川内市がどんな考えで，どんなまちづくり※を行っていくか，それに市

民がどう関わっていくのか，それを明らかにする条例です。  
  市民と市がお互いの立場を尊重し，共に力を合わせて住みやすいまち，活力

のある地域社会をつくっていくための大切な仕組みを定めるものであり，薩摩

川内市の最高規範として位置づけます。  
 
 ※まちづくり・・・ 従来考えられていた道路や公園の整備などハード面だけ

でなく，地域の特性を生かした個性的で魅力ある地域づ

くり，活力と潤いのある地域社会を実現するために行わ

れるソフト面も含んだ公共的な活動のこと  
 【参 考】 

  市民憲章・・・ 「明るく豊かなまちをつくる」というまちづくりの目標と

わたしたちの行動規範を述べたもの。  
  総合計画・・・ 薩摩川内市が１０年後どのような「まち」になっているの

か，その内容を規定したもの。  
 
 
２２  薩薩摩摩川川内内市市自自治治基基本本条条例例がが求求めめらられれるる理理由由   
⑴ 条例制定の背景 

   自治基本条例が制定されるようになった背景として，以下のことが考えら

れます。  
  ① 平成７年に発生した阪神・淡路大震災以降，さまざまな災害の復旧作業

の現場で，多くのＮＰＯやボランティアが活躍するようになり，公共的サ

ービスの担い手が増えてきています。また，市民のライフスタイルが多様

化するのかで，すべての公共サービスを行政が一手に引き受け，公平・平

等に行うことが難しくなってきました。  
  ② 平成１２年３月までは，自治体の独自の権限というのは限られていて，

その仕事の大半は，国からの委託がほとんどでした。しかし，４月に地方

分権一括法が施行され，自治体は地方の特性を生かした独自の政策を展開

できるようになりました（＝地方分権）  
  ③ 少子高齢化を迎えて，日本の人口は総体的に減少しています。そうなる

と，今後の薩摩川内市を支える人口も減少することが当然予測され，職員

数も減ります。今と同じサービスを少ない職員で市民の皆さんに提供する

には，今のうちから民間感覚を取り入れた市政経営というのが大事になっ

てきています。  
 
 
 



⑵ 条例制定の目的  
   ⑴の①～③の時代の流れを受けて，今後は，市民の皆さん，ＮＰＯなどを

抜きにまちづくりに取り組むことは不可能です。そこで，市民と市の協働，

市政への参画をきちんと整理した条例の存在が必要となっています。これか

らの自治体は，的確な市民ニーズの把握，円滑で効率的な自治体経営を行う

必要があります。  
   これらのことを踏まえ，まちづくりに関する基本的な事項を定め，まちづ

くりの主体として市民の権利と責務及び市の責務を明らかにし，住民自治に

よる自立した地域社会の実現に向け，薩摩川内市自治基本条例を制定するこ

ととします。  
 【薩摩川内市自治基本条例で制定すること】  
 ① 薩摩川内市の基本的な特性と地域づくり（＝まちづくり）の方向性  

⇒ 存在意識・主体性の明確化  
 ② 地域社会の公益の増進に向けた市政経営の仕組み  

⇒ 自主的な組織と運営  
 ③ 市民自らの主体的な意思決定による地域づくり（＝まちづくり）  

⇒ 自己決定と自己責任  
 

⑶ 条例制定の効果 

 ① 市民と市の協働，市政への市民参画の推進 

   ⇒ 「今後は，市民の皆さんと一緒になって政策を実行していきます。そ

のために，市は参画の機会をきちんと設けます。だから市民の皆さんは，

その仕組みに沿って市政に参画しましょう。市はその意見をできる限り

保障します。」という仕組みを文章に表すことによって，市民の皆さん

も市も協働の推進を念頭においてまちづくりを進めることになり，市民

参画も進んでいくと考えます。 

 ② 基本的な市政経営の基本方針の継続 

   ⇒ 今後，首長あるいは議会の構成が変わっても本条例で市政経営の基本

ルールを文章として表すことによって，継続的に「市民と市で協働のま

ちづくり」に取り組むことができるようになると考えます。  
 ③ 市職員の意識改革  
   ⇒ 本条例では，市民の皆さんときちんと協働を図って事務を遂行するよ

う，職員に様々な努力規定を設けています。そうすることにより，説明

責任や分かりやすい情報提供，自己の能力開発など常に職員は意識して

今後行動しなければなりません。このことは，職員の能力向上にも繫が

り，また意識改革にもつながると考えます。  
 
 
 



３３  薩薩摩摩川川内内市市ががめめざざすすままちちづづくくりりととはは  

  自治基本条例では，「情報共有」「協働」「参画」を３本の柱として，まちづ

くりの推進にあたることを明記します。 

 

 ◎情報共有⇒ 市が持っているまちづくりに関する情報を市民の皆さんと市で

共有する。 

 ◎協  働⇒ 市民の皆さんと市がそれぞれの権利と責務の下で，共通の目標 

に向かって対等の立場で協力しあう。 

 ◎参  画⇒ 市民の皆さんが政策決定の場に加わり，自らの意思と責任を持

って課題を解決する。 

 

  自治基本条例では，今までの薩摩川内市が取り組んできたことや実践してき

たことをルールとして定めます。 

  例えば，「地区コミュニティ協議会制度」は，現在きちんとその存在を位置

付けた条例はありません。そこで，今回自治基本条例に盛り込むことによって，

その存在をきちんと認識し，市民の皆さんと市で地区を盛り上げ，活動を支援

していくということを考えています。 

  「まちづくり」を通して，子どもや孫の代，その先の代まで「薩摩川内市に

ずっと住み続けたい」と思ってもらえるような，明るく豊かな「まち」を創る

ことを目標にしています。 
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４ ８地区意見交換会 
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概要説明  経過報告  議案審議  

経過報告  

骨子説明  

意見集約  総合計画審議会諮問・答申  

原案作成 

議案上程  

◎3/10広報紙 特集記事掲載 

条例原案 

パブリックコメント 

女性５０人委員会・市政モニターアンケート 

◎2/15議員研修会 

庁内検討組織設置 (５月～ ) 

骨子検討・作成 

経過報告  

◎10/1 全協 ◎11/5議員研修会 



５５  ままちちづづくくりり意意見見交交換換会会等等実実施施状状況況  

 ⑴ 参加人数等 

   平成１９年９月に決定した薩摩川内市自治基本条例（仮称）骨子を示しな

がら，現在の市政に関し市民がどのように感じているのか，協働・参画の道

筋はできているのか等，市民のまちづくりに対する意見を聴き原案の参考に

するため，市内４８地区コミを対象にまちづくり意見交換会を実施しました。

また，まちづくり団体を中心に出前講座，併せてパブリックコメントも実施

しました。 

①まちづくり意見交換会 

地域  地区 実施日 参加人数 

１ 川内地区 １１月１９日（月） １１９ 

２ 平佐西 １１月２５日（日）  １５ 

３ 滄浪地区 １１月２５日（日）  １３ 

４ 水引地区 １１月２６日（月）  １１ 

５ 隈之城地区 １１月２６日（月）  ３６ 

６ 平佐東地区 １１月２６日（月）  ３１ 

７ 永利地区 １１月２７日（火）  ３０ 

８ 高来地区 １１月２７日（火）  １１ 

９ 寄田地区 １１月２９日（木）  １０ 

１０ 湯田地区 １２月 ２日（日）  ２７ 

１１ 峰山地区 １２月１５日（土）  ４６ 

１２ 育英地区  １月１２日（土）  ５３ 

１３ 八幡地区  １月１２日（土）  ３３ 

１４ 吉川地区  １月１４日（月）  １８ 

１５ 城上地区  １月１４日（月）  ４７ 

１６ 西方地区  １月１５日（火）  １４ 

１７ 陽成地区  １月１６日（水）  ３２ 

１８ 亀山地区  １月１６日（水）  ３５ 

川内 

１９ 可愛地区  ２月 １日（金）  ２８ 

２０ 樋脇地区 １１月１９日（月）  １５ 

２１ 倉野地区 １１月２２日（木）  １２ 

２２ 野下地区  １月１８日（金）  ３７ 

２３ 藤本地区  １月２０日（日）  ３３ 

樋脇 

２４ 市比野地区  １月２３日（水）  ４１ 

２５ 清色地区  １月２１日（月）  ３０ 

２６ 大馬越地区  １月２７日（日）  ２２ 

２７ 八重地区  １月２７日（日）  ２０ 

２８ 朝陽地区  １月２８日（月）  ２７ 

入来 

２９ 副田地区  １月２９日（火）  ２４ 

３０ 山田地区  １月１３日（日）  ２３ 

３１ 藤川地区  １月１９日（土）  １９ 

３２ 斧渕地区  １月２１日（月）  ２８ 

３３ 南瀬地区  １月２２日（火）  ４０ 

東郷 

３４ 鳥丸地区  １月２４日（木）  ２９ 

３５ 轟地区  １月２２日（火）  ２９ 

３６ 黒木地区  １月２４日（木）  ５６ 

祁答院 

３７ 上手地区  １月２８日（月）  ２３ 



３８ 大村地区  １月２９日（火）  ５５ 

３９ 藺牟田地区  １月３１日（木）  ４２ 

里 ４０ 里地区  １月１９日（土）  ５０ 

上甑 ４１ 上甑地区  １月１９日（土）  ３２ 

４２ 西山地区 １１月３０日（金）  ２４ 

４３ 手打地区 １１月３０日（金）  ２９ 

４４ 長浜地区 １２月 １日（土）  １１ 

４５ 青瀬地区 １２月 １日（土）  １３ 

４６ 子岳地区 １２月 １日（土）  ２８ 

下甑 

４７ 内川内地区 １２月 ２日（日）  ２２ 

鹿島 ４８ 鹿島地区  １月２０日（日）  ４０ 

小 計 ４８会場 １，４６３ 

②出前講座 

 団体名 実施日 参加人数 

１ 可愛地区老連会 １２月２０日（水）  ３２ 

２ まちづくり研究会  １月１５日（火）  １０ 

３ 隈之城地区ｺﾐｭﾆﾃｨ協議会  １月１９日（土）  ４５ 

４ ウーマン創 ing  １月２５日（金）  １３ 

小 計 ４会場 １００ 

合 計 １，５６３ 

 

 

③パブリックコメント 

実施期間 平成１９年１２月１日～平成２０年２月６日 

意見者数 １６人 

６３意見（５７項目） 

意見数 
 
自治基本条例に関すること  ３２意見（２７項目） 

まちづくり全般に関すること ３１意見（３０項目） 

 



⑵ 主な意見等【速報】  
  ①まちづくり意見交換会  
    ４８会場で出た主な意見をまとめると下記のとおりである。延べ意見数

は，５７８意見，類似意見をまとめた項目数では２７６項目に上りました。  
    なお，出された意見については，今後，庁内に公表し，課題の情報共有

を図る予定です。  
市民への周知は，３月１０日号の「広報  薩摩川内」にて，意見交換会

の開催状況，主な意見の公表，今後の計画等を掲載します。  
 区分  項目数  主な意見  

条 例 全 般  ４０  ○ 住民の声が届く条例をつくって欲しい。  
○ 基本条例の原案を最終的に示して欲しい。  
○ 市民の意見・要望をきちんと聞き把握した

上で制定を目指すべきである。  
○ 人の心をどのように育てていくかが肝要で

ある。  
○ 「協働・参画」は素晴らしいものである

が，一部の意識の高い人だけの条例とならな

いか心配。  
まちづくり

の 主 体  
２３  ○ 事業者の責務を具体的に拘束力のあるもの

として欲しい。  
○ 地域貢献に対する職員の意識改革が大事

だ。  
○ 市民の育成と職員の育成が必要である。  
○ 合併して窓口職員の対応がよくなった。  

自
治
基
本
条
例
に
関
す
る
こ
と 

情報共有・

協働・参画  
５１  ○ 広報紙の記事の範囲が広すぎて，必要な情

報を選択するのに苦労する。  
○ 市の動き，役割が市民に伝わってこない。  
○ 市から提供される情報は大雑把過ぎて市民

に理解できない。  
○ 「協働」の名の下に市民に責任転嫁をする

ような条例であってはいけない。  
○ 市へ要望したものは，できないことも含め

きちんと回答してもらいたい。  
○ このような意見交換の場は大切であり，今

後も継続してもらいたい。  
○ 審議会に地域の声を代表した人が参加でき

るようにすべき。  
○ この条例が制定されることによって，ます

ます住民に負担がかかるのではと不安であ

る。協働の内容についてきちんと線引きすべ

き。  



 
 
 

コミュニティ ２９  ○ 他の地区コミ活動を知って，地区間で連携
を図りたい。  

○ 地区コミが市の下請け機関とならないよう

にすべき。  
○ 地区の活動を活発にすればするほど，住民

の負担が増えることが考えられるので，市と

してもきちんと支援をして欲しい。  
○ 地域活動の支援に関して，もう少し具体的

に条例に規定するべき  
○ 補助金制度の額，使途含め見直しをするべ

き。  
○ 企画する段階で職員の支援が欲しい。  
○ 基本条例の中に自治会の位置づけも規定し

てするべき。  
○ 自治会加入を基本条例に加えるべき。  

 

市 政 経 営  １８  
 
○ 手続相談や苦情受付など相談窓口の一本化

を図って欲しい。  
○ 本庁だけに権限を集中しないで，支所の機

能をきちんと残して欲しい。  
○ 負債額８００億円を超えていると広報紙に

掲載されていたが，市はこのことを認識し事

務改善に乗り出すべきである。  
合 計  １６１項目  

 

５７８意見（２７６項目） 
意
見
数 

 
自治基本条例に関すること  ３８０意見（１６１項目） 

まちづくり全般に関すること １９８意見（１１５項目） 

 

  【今後の意見の取り扱い】 

   ◎自治基本条例に関すること   原案をつくる際に考慮 

   ◎まちづくり全般に関すること  市長を座長とする市の意思決定機関で

ある経営会議の下部組織「地域再生

部会」で具体的に取り扱いを検討 

 

  ②パブリックコメントで出された意見  
項目 意見内容 

条例の制定に関して 意見交換会で出された意見が，どうなったの

か，どうなっていくのかが見えるようにしてほ

しい。 

  基本条例決定までの手続とスケジュールを明ら

かにし，意見交換会の主要意見とそれに対する

市当局の見解を市広報を通じ，開示してほし

い。 



  地区コミュニティ協議会制度は，地域で出来る

ことは地域に任すという素晴らしいシステムづ

くりだと考えるので，この考えを大前提に基本

条例は策定していいただきたい。 

前文 

  

「まちづくりの主体」の「主体」とは何か。市

民がまち（市）の主体（主権）であることを明

確にすべき。 

  全市民が参画できるように，「子と孫が笑顔で

暮らすまちづくり」をテーマにするべき。 

１ 総則   

  （２）定義 ①「市民」に事業者は含まれるのか。 

    ①広範な市民の「参画」「協働」を得るため

に，「市民公益活動」やそれらの団体とのかか

わりを定める項を設け定義すべき 

  ①「協働」は，「共生・協働」に修正する。   

  

 

（３）まちづくり

の基本理念 

①「市民と市と一体となって」とは具体的にど

のようなことか。「市民と市の対等で信頼にも

とづくパートナーシップによる「協働」」とう

たった方がわかりやすくないか。 

  （４）この条例の

位置づけ 

②「この条例との整合を図る」とあるが，地方

自治体の最高の議決機関である議会の決定と

は，どのように整合が図られるのか。 

２ まちづくりの主体   

  （１）市民の権利と

責務 

③「市民活動を展開するよう努めます。」の後

に，「そのために市民は，所在の自治会へ加入

します。」を追加する。 

  （２）事業者の責務 ①「発展に寄与するよう努めます。」の後に，

「そのために事業者は，所在の自治会へ加入し

ます。」を追加する。 

    ①「事業者」とは，何者を指すのか。 

  （４）市の執行機関

の責務 

①「監査委員」「固定資産評価委員会」を追記

すべき。 

    ①「市長と同じ責務を負い」とあるが，市長は

市政経営の最高責任者であって，それぞれの執

行機関は，法で示された事務の範囲を逸脱する

ことは許されず，また市長も他の執行機関に関

与することは許されない，互いに独立した権

威・権限であるはずなので，相互に協力し合う

性格の事務は存在しないと思われる。 

  【主体の追加】 「市議会の責務」を追加。 

    「市議会議員の役割」について追加する。 

    「市議会議員は 20名程度で，市政の行く末を

研究，諮問する立場として存在する」というこ

とを役割として認識したら全国へ発信できる。 

４ 協働と参画   

  （２）市民参画の保障 ②を削除する。 



５ 公正及び信頼の確保 
「５ 公正及び信頼の確保」の方法として，パ

ブリックコメント・ふれあい市民会議・出前講

座など具体例を挙げているが，どれだけの市民

の意見が徴収できるのか，どれだけの市民が参

加しているのか，疑問である。 

（３）対話の場の設

置 

①広く市民の意見を聞くために開催する方法と

して，公聴会，説明会，フォーラム又はシンポ

ジウムなど市民参加の手続を定め，多様なかた

ちで市民との対話，意見交換ができるようすべ

き。 

  

  

  ①対話の場の設置を充実させて欲しい。 

  （４）審議会等への

参加 

①審議会の会議は，「原則として公開」を追加

すべき 

６ 地区コミュニティ協

議会 
  

  （１）地区コミュニ

テイ協議会 

①「地区コミュニティ協議会を設置することが

できます。」を「設置します」に修正する。 

    ②「自治会およびその他の組織」の後に「並び

に市，市議会と連携しながら」を追加する。 

７ 市政経営   

  【項目の追加】 「住民投票の実施」を追加する。 

  
  

「市長は，住民投票の結果を尊重する」を「住

民投票の実施」の後に追加する。 

 

６３意見（５７項目） 
意
見
数 

 
自治基本条例に関すること  ３２意見（２７項目） 

まちづくり全般に関すること ３１意見（３０項目） 

 

  【今後の意見の取り扱い】 

   ◎自治基本条例に関すること   原案をつくる際に考慮し，市の意見を

つけて公表 

   ◎まちづくり全般に関すること  市長を座長とする市の意思決定機関で

ある経営会議の下部組織「地域再生

部会」で具体的に取り扱いを検討 

 



６６  他他市市のの制制定定状状況況((平平成成１１９９年年４４月月１１日日現現在在))  

⑴自治基本条例タイプ 

住民自治に関する基本原則的な事項を規定・他の条例に対し最高規範性を持つ  

 自治体名 都道府県 条例名称 施行日 

1  兵庫県 まちづくり基本条例 平成 11年 9月 17日 

2ニセコ町 北海道 まちづくり基本条例 平成 13年 4月 1日 

3宝塚市 兵庫県 まちづくり基本条例 平成 14年 4月 1日 

4生野町 兵庫県 まちづくり基本条例 平成 14年 6月 1日 

5  北海道 行政基本条例 平成 14年 10月 18日 

6清瀬市 東京都 まちづくり基本条例 平成 15年 4月 1日 

7羽咋市 石川県 まちづくり基本条例 平成 15年 4月 1日 

8会津坂下市 福島県 まちづくり基本条例 平成 15年 4月 1日 

9鳩山町 埼玉県 まちづくり基本条例 平成 15年 4月 1日 

10菊池市 熊本県 まちづくり基本条例 平成 15年 4月 1日 

11甲良町 滋賀県 まちづくり基本条例 平成 15年 4月 1日 

12杉並区 東京都 自治基本条例 平成 15年 5月 1日 

13浜北市 静岡県 市民基本条例 平成 15年 7月 1日 

14吉川町 新潟県 まちづくり基本条例 平成 15年 10月 1日 

15伊丹市 兵庫県 まちづくり基本条例 平成 15年 10月 1日 

16柏崎市 新潟県 
市民参加のまちづくり基本条

例 
平成 15年 10月 1日 

17東海市 愛知県 まちづくり基本条例 平成 15年 12月 22日 

18大佐町 岡山県 まちづくり基本条例 平成 16年 2月 11日 

19富士見市 埼玉県 自治基本条例 平成 16年 4月 1日 

20南河内町 栃木県 まちづくり基本条例 平成 16年 4月 1日 

21小杉町 富山県 まちづくり基本条例 平成 16年 4月 1日 

22川西町 山形県 まちづくり基本条例 平成 16年 6月 23日 

23大平町 栃木県 自治基本条例 平成 16年 7月 1日 

24五戸町 青森県 まちづくり基本条例 平成 16年 7月 1日 

25西郷町 島根県 まちづくり基本条例 平成 16年 7月 1日 

26多摩市 東京都 自治基本条例 平成 16年 8月 1日 

27関川村 新潟県 むらづくり基本条例 平成 16年 8月 1日 

28愛川町 神奈川県 自治基本条例 平成 16年 9月 1日 

29草加市 埼玉県 
みんなでまちづくり自治基本

条例 
平成 16年 10月 1日 

30伊賀市 三重県 自治基本条例 平成 16年 12月 24日 



31九重町 大分県 まちづくり基本条例 平成 17年 2月 1日 

32越前市 福井県 自治基本条例 平成 17年 10月 1日 

33久喜市 埼玉県 自治基本条例 平成 17年 3月 1日 

34遠軽町 北海道 まちづくり自治基本条例 平成 17年 3月 25日 

35新見市 岡山県 まちづくり基本条例 平成 17年 3月 31日 

36川崎市 神奈川県 自治基本条例 平成 17年 4月 1日 

37文京区 東京都 「文の京」自治基本条例 平成 17年 4月 1日 

38知立市 愛知県 まちづくり基本条例 平成 17年 4月 1日 

39大和市 神奈川県 自治基本条例 平成 17年 4月 1日 

40足立区 東京都 自治基本条例 平成 17年 4月 1日 

41奈井江町 北海道 まちづくり自治基本条例 平成 17年 4月 1日 

42八戸市 青森県 協働のまちづくり基本条例 平成 17年 4月 1日 

43原町市 福島県 まちづくり基本条例 平成 17年 4月 1日 

44中野区 東京都 自治基本条例 平成 17年 4月 1日 

45静岡市 静岡県 自治基本条例 平成 17年 4月 1日 

46さぬき市 香川県 まちづくり基本条例 平成 17年 4月 1日 

47秩父市 埼玉県 まちづくり基本条例 平成 17年 5月 24日 

48岸和田市 大阪府 自治基本条例 平成 17年 8月 1日 

49四日市市 三重県 
市 民 自 治 基 本 条 例 （ 理 念 条

例） 
平成 17年 9月 1日 

50三春町 福島県 町民自治基本条例 平成 17年 10月 1日 

51豊田市 愛知県 まちづくり基本条例 平成 17年 10月 1日 

52善通寺市 香川県 自治基本条例 平成 17年 10月 1日 

53苫前町 北海道 まちづくり基本条例 平成 17年 10月 1日 

54登別市 北海道 まちづくり基本条例 平成 17年 12月 21日 

55名張市 三重県 自治基本条例 平成 18年 1月 1日 

56三鷹市 東京都 自治基本条例 平成 18年 4月 1日 

57清水町 北海道 まちづくり基本条例 平成 18年 4月 1日 

58芳賀町 栃木県 まちづくり基本条例 平成 18年 4月 1日 

59太田市 群馬県 まちづくり基本条例 平成 18年 4月 1日 

60遠別町 北海道 自治基本条例 平成 18年 4月 1日 

61三次市 広島県 まち・ゆめ基本条例 平成 18年 4月 1日 

62池田市 大阪府 
みんなでつくるまちの基本条

例 
平成 18年 4月 1日 

63長井市 山形県 まちづくり基本条例 平成 18年 4月 1日 

64三島町 福島県 まちづくり基本条例 平成 18年 4月 1日 

65大東市 大阪府 自治基本条例 平成 18年 4月 1日 



66前原市 福岡県 市民協働まちづくり推進条例 平成 18年 4月 1日 

67加賀市 石川県 まちづくり基本条例 平成 18年 4月 1日 

68八尾市 大阪府 
市民参画と協働のまちづくり

基本条例 
平成 18年 6月 1日 

69米原市 滋賀県 自治基本条例 平成 18年 9月 1日 

70丸亀市 香川県 自治基本条例 平成 18年 10月 1日 

71篠山市 兵庫県 自治基本条例 平成 18年 10月 1日 

72音更市 北海道 まちづくり基本条例 平成 18年 10月 1日 

73平塚市 神奈川県 自治基本条例 平成 18年 10月 1日 

74吹田市 大阪府 自治基本条例 平成 19年 1月 1日 

75白老町  北海道 自治基本条例 平成 19年 1月 1日 

76多治見市 岐阜県 市政基本条例 平成 19年 1月 1日 

77下川町 北海道 自治基本条例 平成 19年 4月 1日 

78玉村町 群馬県 自治基本条例 平成 19年 4月 1日 

79飯田市 長野県 自治基本条例 平成 19年 4月 1日 

80札幌市 北海道 自治基本条例 平成 19年 4月 1日 

81苫小牧市 北海道 自治基本条例 平成 19年 4月 1日 

82留萌市 北海道 自治基本条例 平成 19年 4月 1日 

83寒川町 神奈川県 自治基本条例 平成 19年 4月 1日 

84柏原市 大阪府 まちづくり基本条例 平成 19年 4月 1日 

85帯広市 北海道 まちづくり基本条例 平成 19年 4月 1日 

86稚内市 北海道 自治基本条例 平成 19年 4月 1日 

 

 

⑵理念条例タイプ 

理念的な部分を特化したもの 

 自治体名 都道府県 条例名称 施行日 

1川口市 埼玉県 まちづくり基本条例 昭和 62年 9月 22日 

2箕面市 大阪府 まちづくり理念条例 平成 9年 4月 1日 

3猿払村 北海道 まちづくり理念条例 平成 13年 4月 1日 

4志木市 埼玉県 市政運営基本条例 平成 13年 10月 1日 

5矢掛町 岡山県 まちづくり基本条例 平成 17年 4月 1日 

6厚木市 神奈川県 厚木市まちづくり理念条例 平成 15年 10月 1日 

7矢祭町 福島県 自治基本条例 平成 18年 1月 1日 

 

 

 



⑶住民参加条例タイプ 

行政活動への市民参加に焦点を絞ったもの 

 自治体名 都道府県 条例名称 施行日 

  箕面市 大阪府 市民参加条例 平成 9年 4月 1日 

  猿払村 北海道 村民参加条例 平成 13年 4月 1日 

  宝塚市 兵庫県 市民参加条例 平成 14年 4月 1日 

1石狩市 北海道 
行政活動への市民参加の推進

に関する条例 
平成 14年 4月 1日 

2西東京市 東京都 市民参加条例 平成 14年 10月 1日 

3旭川市 北海道 市民参加推進条例 平成 15年 4月 1日 

4高知市 高知県 
市民と行政のパートナーシッ

プのまちづくり条例 
平成 15年 4月 1日 

5狛江市 東京都 
市民参加と市民協働の推進に

関する基本条例 
平成 15年 4月 1日 

6高森町 長野県 町民参加条例 平成 15年 4月 1日 

7鳥取市 鳥取県 
市民参画と市民活動の推進に

関する条例 
平成 15年 4月 1日 

8鹿児島市 鹿児島県 市民参画を推進する条例 平成 15年 6月 1日 

9京都市 京都府 市民参加推進条例 平成 15年 8月 1日 

10茅野市 長野県 
パートナーシップのまちづく

り基本条例 
平成 15年 12月 25日 

11和光市 埼玉県 市民参加条例 平成 16年 1月 1日 

12宮代町 埼玉県 市民参加条例 平成 16年 4月 1日 

13入間市 埼玉県 元気な入間まちづくり条例 平成 16年 4月 1日 

14芽室町 北海道 まちづくり参加条例 平成 16年 5月 1日 

15相生市 兵庫県 市民参加条例 平成 16年 7月 1日 

16浦安市 千葉県 市民参加推進条例 平成 16年 10月 1日 

17岡谷市 長野県 
市民総参加のまちづくり基本

条例 
平成 16年 10月 6日 

18白井市 千葉県 市民参加条例 平成 16年 11月 1日 

19下関市 山口県 市民協働参画条例 平成 17年 2月 13日 

20清里町 北海道 まちづくり参加条例 平成 17年 3月 25日 

21金沢市 石川県 
市民参加及び協働の推進に関

する条例 
平成 17年 4月 1日 

22吉川市 埼玉県 市民参画条例 平成 17年 4月 1日 

23富良野市 北海道 
情報共有と市民参加のルール

条例 
平成 17年 7月 1日 



24海老名市 神奈川県 市民参加条例 平成 17年 10月 3日 

25宗像市 福岡県 
市民参画，協働及びコミュニ

ティ活動の推進に関する条例 
平成 18年 1月 1日 

26伊勢崎市 群馬県 市民参加条例 平成 18年 4月 1日 

27逗子市 神奈川県 市民参加条例 平成 18年 4月 1日 

28坂戸市 埼玉県 市民参加条例 平成 18年 7月 1日 

 


